
新規・拡充事業

①事 業 名 コミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）推進プラン

②主管課及び （主管課）初等中等教育企画課（課長：前川喜平）
関係課
（課長名）

③施策目標及び 施策目標２－３ 信頼される学校づくり
達成目標 達成目標２－３－（追加）保護者や地域住民が一定の権限と責任を持って公立学校運

営に参画する仕組みである「学校運営協議会制度」が多く
の地域で活用されるための方策について検討し、その着実
な推進を図る。

④事業の概要 本事業は、平成１６年の「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」の改正により
新たに導入された「学校運営協議会制度」の全国的な定着及び円滑な活用を図るため、
以下について実施するものである。
・コミュニティ・スクール推進事業（委嘱事業）
・コミュニティ・スクール推進フォーラムの開催（直轄事業）

⑤予算額及び 平成１７年度概算要求額：１５２百万円
事業開始年度 事 業 開 始 年 度：平成１７年度

⑧得ようとする 保護者や地域住民が一定の権限と責任を持って公立学校運 ⑨達成年度
効果 営に参画する「学校運営協議会制度」がより効果的に活用さ

れることにより、地域の創意工夫を活かした特色ある学校づ 平成２１年度
くりが進み、公立学校全体の活性化が図られる。

⑩必要性 学校と地域社会との連携・協力を更に進め、地域に開かれた信頼される学校づくりを
一層促すため、教育改革国民会議報告や総合規制改革推進会議の答申、平成１６年３月
の中央教育審議会答申等において、保護者や地域住民が公立学校運営に参画するための
新たな制度の創設が提言された。これらの提言を踏まえ、第１５９回国会において「地
方教育行政の組織及び運営に関する法律」が改正され 「学校運営協議会制度 （コミ、 」
ュニティ・スクール）が導入されたところである。
保護者や地域住民が一定の権限と責任を持って学校運営に正式に参画するコミュニテ

ィ・スクールは、これまでの公立学校運営に全く新しい仕組みを導入するものであり、
その全国的な定着及び円滑な活用のためには十分なノウハウの蓄積が必要である。この
ため、同制度の普及及び推進について国が支援を行っていくことが必要である。

⑪効率性 新たな仕組みである「学校運営協議会制度」を各地域でそれぞれ実施しようとする場
合、独自の努力により関係情報の収集や先行事例の研究等を行うことが必要となり、そ
の莫大な作業は制度の導入の妨げとなりかねない。国として全国的な研究の実施及びそ
の成果の普及を行うことにより、新制度の効果的かつ効率的な実施が可能となる。

⑫ 効果の把握の 推進事業については、各地域からの報告書を基に、学校運営協議会制度の定着と推進
有 仕方 にこの事業がどのような効果を上げているかについて検証する。また、推進フォーラム

検証の手順 については、その参加者数について検証する。（ ）
効
得ようとする 当該事業の効果については、当該事業の先行事業として平成１４年度から本年度まで

性 効果の達成見 実施している「新しいタイプの学校運営の在り方に関する実践研究」が、地域と学校と
込みの判断根 の協力関係づくりに大きな成果を上げ、学校運営協議会の制度化に大きなインパクトを
拠 判断基準 与える役割を果たしたことを踏まえ、同様に制度の円滑な実施と地域に開かれた信頼さ（ ）

れる学校づくりが推進されるものと判断。

「 」 、⑭備 考 新しいタイプの学校運営の在り方に関する実践研究 については１６年度で終了し
その研究成果を踏まえ法制化された学校運営協議会制度を推進する事業に転換する。



コミュニティ・スクールコミュニティ・スクール
（学校運営協議会制度）推進プラン（学校運営協議会制度）推進プラン

コミュニティ・スクールの検討・導入についての提言等
（教育改革国民会議・総合規制改革会議・中央教育審議会）

平成１６年 学校運営協議会の制度化（地教行法の改正）

コミュニティ・スクール推進事業

○４７都道府県教育委員会

推進委員会における検討内容の例

・保護者や地域住民の意向を適切に反映させる
ための効果的な実施体制
・学校運営に関する学校運営協議会の役割と責
任の在り方
・学校運営協議会も含めた学校の点検・評価の
在り方

地域に開かれた信頼される学校の実現

コミュニティ・スクール
推進フォーラムの開催

○全国６会場

教育委員会・学校・保護者
等を対象に広く普及・啓発
を図る

フォーラムの目的
・学校運営協議会制度の普及・
啓発
・調査研究の成果の発信
・効果的な取り組みについての
協議等

推進委員会
委員：保護者・地域住民代表

教育委員会・学校関係者など

研
究
成
果
の
発
信

＜学校運営協議会の設置により期待される効果＞

保護者や地域住民が責任を持って学校運営に参画
→保護者や地域住民と校長や教職員とが一体と
なった学校づくり
→より公正で透明な学校運営の実現
→教育活動に地域の協力を得やすい環境の構築

報
告

指
定

学 校

教育委員会

（要求額 152,126千円）




